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序章

これまでの日本の労働市場では、ほかの先進国と比べて、企業内で熟練形成を行う固定的な雇用慣行が、産業全体を通じてより顕著に見られた。そうした雇用慣行の形態は、高い経済成長を遂げた日本経済のもとでは極めて効率的なものであった。

しかしこれまでの経済環境のもとでは合理的なシステムであったとしても、平成不況である現在の経済状況において、日本的雇用慣行は企業にとって過剰雇用を抱えていることとなり大きな負担になってしまっている。

そのような背景により日本的雇用慣行は変化の兆しを見せている。長期雇用システムや年功序列型賃金、企業別労働組合は近年大きく動揺し、雇用の流動化、雇用・就労形態の多様化、雇用関係の個別化・個別紛争の増加など大きな変化を生じさせている。

特に大きく変化をとげたものとして雇用形態の多様化が挙げられる。即ち正規社員とは区別される非正規労働者の増加という現象である。非正規労働者とは日本でもかつてから臨時、日雇いや社外工という形で存在し、景気変動の過程で正規労働者の雇用を維持するためのクッションとして活用されてきた。しかし最近では女性をはじめとする大量のパートタイマーが雇用されるようになっている。そして学生アルバイト、フリーターや契約社員などと雇用形態が変化していった。

現在の非正規労働者増加の背景の１つの要因として、わが国の経済規模が国際的にみて経済の中心がより付加価値の高い産業にシフトしたことによるものである。それは付加価値の高い労働への需要が高まると、経験や技術などの蓄積が絶対的に甘い若年層でしかも低学歴の人間に与えられる就労機会が制限されてしまうためである。
実際に大学生の求人は減少しているものの３分の２程度である。それに対して高卒の採用枠が１０年前と比較して、８分の１まで減少している。また高卒の採用に関しても、高校ごとの偏差値ほかその学校内においても、成績・人格により就職先が著しく制限されるなどの現象が顕示化しており、多くの学生が就業意欲を損なう結果となっている。

さらに日本独特の終身雇用制度の崩壊からも挙げることができる。日本では終身雇用制度に代表される長期雇用前提とした、能力開発が行われてきた。これら整備された慣行が、若者にとってもインセンティブであったことは、想像に難くない。しかし近年のこうした学歴による差別化が行われてきたことで、非正規雇用の割合は確実に増大の傾向がある。加えてここ２０年で、日本の社会の産業界が、常に変化し続ける社会への対応を行うために、かつて行われてきた長期的前提である終身雇用のような硬直的な雇用を見直し、より短期的な雇用形態をとることで、変化に対応しようという行動が見られた。こういった行動が見られたことも、１つの原因である。

また現在の非正規労働者の急激な増加は､有配偶の家庭の主婦が労働市場に参入してきたことも大きい。今までの伝統的な有配偶の家庭の主な就業形態は、自営業の家族従業者か家庭内職者としてであった。なぜ今になって有配偶の中年女性が非正規労働者として働き始め労働市場へ再登場してきたか、その背景として主に以下の４つのことが考えられる。
第１に結婚前に職業経験のある女性が増加し、労働市場に復帰することで職業経験を生かせ、しかも再就職への心理的抵抗が弱いことである。

第２に、家庭用電化製品の普及や家庭外の商品やサービスヘ家事労働の転化が著しく進んだことにより、主婦業が楽になってきて時間に余裕が出てくるようになったことである。
第３に家事労働のうち負担の重い育児・保育労働が、出生率の低下と生む期間の短縮によって負担が軽減され、30歳代半ばで育児・保育労働から解放されてきたことである。
最後に第４として女性の高学歴化と余暇時間の増大が重なって、女性の職業を通じての社会参加意欲が高まったこと、というようなものである。

このような要因から非正規労働者は増加したと考えられる。この非正規労働者の増加という近年の労働市場の変化がもたらす問題は、日本の経済社会についての人々の不公平感・不平等感を喚起させることにつながっていると述べても、必ずしもすべての人が反対するとは限らないだろう。

よって今労働市場にとって必要な改革は、不公平感・不平等感を喚起させる原因となっている非正規労働者の扱いについてである。

しかし非正規労働者は、特に外食産業では労働力を弾力的に配分するために非正規社員の雇用は必須のものとなってきている。また、非正規雇用は人的資源の有効活用に一役かっている。

そのような現状も受け止め、今労働市場に必要なのは現状に見合った制度改革である。それは非正規雇用と正規雇用がともに存在できる社会の構築を目指すことである。

以上のようなことを踏まえて、まず非正規雇用が抱えている問題とは何かを明らかにし、その現状を分析し、そのことの改善策を考察していく。

第１章　　問題定義

非正規雇用と正規雇用がともに存在できる社会を構築するためには、非正規雇用が抱えている問題、とりわけ正規雇用と非正規雇用との労働条件の格差の問題を解決していくことが重要である。それは非正規雇用の就業意欲、自己能力を向上させる意欲等が減退すると、今後さらに、非正規雇用の活用を進めていく上で制約となる恐れがあるからである。
我々は正規雇用と非正規雇用との労働条件の格差の問題として注目したのは、賃金格差と雇用保険についてである。

現在、パートタイマーと正規労働者との間には賃金格差が拡大している。このことに関して、パートタイマーは不満を持っている人が多く存在している。またJIT調査により、就業形態別に健在の仕事･職場に対する満足度を見ると、賃金についての満足度はゼロに近く、特にパートタイマー、派遣労働者では大きなマイナスになっている。（厚生労働省『労働白書』平成15年を参照）

また雇用保険の面では、いろいろな制約があるために正規雇用に比べて非正規雇用は加入しにくいという現状が存在している。さらに、非正規社員が急増していることが労働市場の流動化を促し賃金の高い正規社員の減少や失業、不安定雇用である非正規社員の失業につながるとしたら、雇用保険制度の利用者が増えてしまうという問題点が浮上してくるということが予想される。そうした時果たして今の雇用保険制度で対応していけないのではないか、政府は何か対策をとるべきなのではないかということを考えた。 

第２章　　現状分析

第1節 賃金格差

　　　　第１項　賃金格差の拡大傾向

では実際に正規雇用と非正規雇用の賃金格差はどうなっているのか。

　労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（1999年）により月間賃金総額を見ると、非正規雇用の賃金は正規雇用よりも低くなっている。

次に、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により、パートタイム労働者と一般労働者との賃金格差について見ていくことにする。

　　図１
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　図２
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図１，２からわかるように、男性・女性ともパートと一般の年間賃金額は明らかに格差がある。また、その格差は縮まるどころか年々少しずつではあるが拡大していくのが読み取れる。では何故賃金格差は拡大しているのか。

第２項　賃金格差拡大の原因

企業はパートタイマーを雇うことによって人件費が節約できる。しかし賃金が生産性に合わせて支払われているのであれば、正社員であろうがパートタイマーであろうが同じ仕事をしていれば時間当たりの賃金に差は出ないはずである。しかし、実際に賃金格差が生じるのは労働者を非正規社員として雇えば年功的な賃金を支払わなくても良いことと、年収が低ければ企業側の社会保険料の負担が免除されるといった制度があるからである。

（１）年功序列型賃金

まず勤続年数が賃金に与える影響を比較して見る。年功序列型賃金制度とは年齢や勤続年数により賃金が増えていく制度である。しかし、これは終身雇用制度と結び付けて考えられるもので非正規社員は対象となっていない。

　図３
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

図３は労働者の勤続年数が長くなる（年齢が高くなる）にしたがって正社員とパートタイマーで賃金カーブがどのように異なるかを見たものである。予想どおり賃金格差は勤続年数が長くなるにしたがって大きくなっている。

賃金カーブの傾きを見ると、正社員よりもパートタイム労働者の方がフラットになっており変化はあまり見られない。このことからパートタイム労働者の賃金決定において勤続年数は関係ないことが伺える。

したがって、勤続年数が増えることにより正規社員は賃金が増加していくが非正規社員は増加しない。よって賃金格差が拡大している要因のひとつであると言える。

（２）社会保険

次に社会保険制度から考えてみる。

このことを検証する前に性別・年齢別のパートタイマーの構成比と各年齢階層別のパートタイマー比率を検証する。

表１

パートタイマーの構成比                                                （％）

	
	16～19
	20～24
	25～29
	30～39
	40～49
	50～64
	65以上
	計

	男性
	3.1
	6.7
	1.9
	1.4
	1.1
	3.3
	2.8
	20.2

	女性
	3.5
	7.6
	5.7
	14.2
	24.8
	21.4
	2.6
	79.8


表２

年齢階層別のパ－トタイマー比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

	
	16～19
	20～24
	25～29
	30～39
	40～49
	50～64
	65以上
	計

	男性
	46.6
	20.8
	4.8
	2.0
	1.4
	4.0
	18.7
	6.3

	女性
	59.1
	24.3
	20.8
	37.5
	46.2
	44.0
	39.3
	37.8


（資料出所）総務省統計局『就業構造基本調査報告』1997年

表１，２からわかるように、圧倒的にパートタイム労働者は女性が多い。約8割が女性であり、中高年の女性に集中している。

これは結婚・出産時において無業になる女性の割合が多いことを表している。そして就業中断をはさんで再就職時にはパートタイマーとして働くケースが多いために、30歳代と40歳代の働く女性のパート比率が高くなっているのである。

　　以上のことからパートタイム労働者は女性が多く、特に有配偶の女性パートタイム労働者が多くいることがわかる。この有配偶の労働者は非課税限度額などを上限として収入調整を行う傾向が多く見られる。

　　　　　また企業側にとっても社会保険の加入は賃金以外の保険料を生じさせることになるため、制度の適用対象とならない条件で労働者を雇用すれば正社員を雇用するよりも労働コストを抑制することが可能となる。これがパートの低賃金や正社員と非正社員の賃金格差の拡大に結びついている。

第2節 雇用保険

　　現状分析をするに際して最初に日本の雇用保険制度の特徴についてあげる。次に日本の雇用保険制度がなぜ不備の多い保険制度になってしまったのかの背景を述べた上で、雇用保険制度の問題点について述べる。

第１項　　日本の雇用保険制度の特徴

日本の雇用保険制度は失業時の所得補償をするだけでなく、失業を未然に防ぐための雇用安定事業を含んだ制度である。雇用保険制度には、以前から雇用主に補助金を与えることによって労働者の解雇を未然に防ぐことを意図した雇用安定事業があった。これは、常用雇用の50歳代と本格的な年金が支給される65歳以上との境界領域にある60～65歳の高年齢者の生活を支える雇用を、同一企業における継続雇用・再雇用の促進を通じて確保するためのものであり、これを中堅企業の3分の1は何らかの形で活用している。（財源は保険料及び国庫）

第２項　　不備の多い保険制度になってしまった背景

雇用保険制度が今までどのように機能していてなぜ近年こんなにも不備の多い保険制度になってしまったのか、その3つの理由について述べる。

　　　　　  第1に、日本は戦後長期間にわたって失業率は他の先進国がうらやむほどの

低率だったため日本全体の雇用保険への関心が薄く、見劣りの現状を対して深刻と感じていなかった。

　　　　  　第2に、失業者を出さないために経営側が雇用維持の政策目標を達成することに最大の努力をしてきた上に、労働者側も勤労意欲や協調意識も高かった。すなわち労使関係を第1目標にしていたため、労働政策の基本課題としての失業対策は優先順位が低かったのである。

　　　　　　第3に、失業者の所得保障を家族で行う伝統があったため雇用保険への需要に欠けていた。たとえば引退した高齢失業者は成人した子供の支援を受け、不景気になれば非正規労働化する既婚女性は夫の所得に、学校を卒業して職のないあるいは職に就かない若者は親の支援によって経済的に困窮しなかった。

　　　　　　以上の3つを見てみると、不備の多い保険制度になってしまった要因は雇用保険というものを重要視していなかったということが1番の理由であったと考えられる。

第３項　　現在の雇用保険制度

今の雇用保険制度には問題がある。それは失業している人の約4割しか雇用保険の給付を受けていない上に、現在失業中の人を見ると3分の1前後の人しか給付を受けていない、というようなことである。給付を受けていない理由としては、①雇用保険に加入していない（労働者全体の約半分しか雇用保険に加入していない）、②加入していても給付がないか③給付期間が過ぎているかである。

はじめに①の「雇用保険に加入していない」について述べる。

まず1つ目に、雇用期間1年以上という条件と週当たり20時間以上の労働という制約がある。雇用保険は強制保険だが、雇用期間が1年以上見込まれているときの強制なのでそれを満たない労働者は加入していないといっても過言ではない。（しかも年収90万円以上という条件も過去には課せられていたため、雇用期間つきの契約労働者・パートタイム労働者・派遣労働者の多くが雇用保険に加入していない）

2つ目に、自営業の経営者や農林水産業における従業員5人以下の自営業者に雇用されている労働者にも資格が付与されていない。（極小企業に勤める労働者の数の多さからするとこの職種と企業規模の制約による排除者は相当の割合となる）

3つ目に、強制保険であるとはいえ企業によっては経営の苦しさから企業負担分と従業員負担分の保険料を納付していない場合がある。このような企業で働いていた労働者が失業した場合は、給付が不可能となる。

4つ目に、1度も就職していない人しばらく非労働力化していた人には、保

険制度であるから無理な相談であるが失業給付がない。（たとえば、学校を卒業と同時に失業者となったり一時非労働力化した人が休職を求めたが職につけない場合、あるいは病気や負傷者のこれに相当する）

5つ目に、労働者の種類あるいは経営主体によっては雇用保険に加入していない場合がある。（多くの私立大学の教員・解雇の可能性がほとんどない公務員）しかし実際は公務員にもリストラ等において、非自発的失業の発生が散見される上に自発的な離職による失業は相当ある。

　　　　　　次に、②の「加入していても給付がない」ということについて述べる。

厚生労働省の『雇用保険事業年報』によれば、受給資格があっても基本手当支給停止の給付制限を受けている人は次の4つである。①職業紹介拒否と訓練拒否②職業指導拒否③自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇④正当な理由が無く自己都合による離職である。それぞれに関しては1ヶ月から3ヶ月間の基本手当支給停止期間が設定されている。

最後に、③の「給付期間が過ぎている」ということについて述べる。

表３　日本の失業給付の給付日数

	
	勤続年数
	1年以上
	5年以上
	10年以上
	20年以上

	年齢
	
	5年未満
	10年未満
	20年未満
	

	30歳未満
	90
	120
	150（180）
	

	30～45歳
	90
	120（180）
	150（210）
	180（240）

	45～60歳
	40（180）
	120（240）
	150（270）
	180（330）

	60歳以上65歳未満
	90（150）
	120（180）
	150（210）
	180（240）


　　　

注：数字は自発的に離職した場合の給付日数で、カッコ内の数字は非自発的や、やむをえず離職した場合の給付日数である。勤続1年未満はすべて一律90日。ただし、パート労働者は別途。

　出所：厚生労働省『改正雇用保険法』

　　表３は失業給付の日数を、年齢別と勤続年数別に表したものである。

この表３からわかることは、最大の330日間の給付を受けられる人は45歳以上

で20年以上の勤続年数のある人のみである。失業者に中・高年者が多いことから考えると330日の資格を得る人はたくさんいるが、それにしても長い勤続年数が必要となる。このことから失業給付期間決定に関してまで、年功序列制度が影響していることがわかる。

　　 勤続年数の長い人と中・高年者に長期の給付をしている理由は2つ考えられる。

第1に、勤続年数の長い人はそれだけ多額の保険料を拠出しているので権利として長期間の給付を受ける資格がある、ということである。

第2に、中・高年者は必要生活費が高いので給付額と給付期間に関して寛大である、ということである。

　　　　　次に、中年層・若年層のほうを見てみると保険料拠出の短い人は、勤続年数

が短ければ給付期間は90日と極めて短期間にならざるをえない。むしろこういう層の生活保障を考えれば給付期間をもう少し長くする必要があると考えられる。しかも年功序列賃金の中では若年層の賃金は相対的に低く、従前賃金が低いことによって失業給付額も低くなるのはなおさらである。

以上のように日本の雇用保険制度は失業給付期間が短い。日本の失業給付期間は他の先進国と比較するとアメリカ・オーストリア・イタリア・スイス・ポルトガルと共に世界の最短給付月数のグループ（最大50週前後）に属している。その他の国は最大支給期間が100週前後になりオーストラリアやニュージーランドのように無制限に支給されている国もある。

　　また、失業初年度の給付額は失業前の給料と比較してどのくらいであるかというと、OECDの1996年の比較研究によると日本が30％、アメリカが25％、イギリスが18％となり、ほかの諸国が平均50％前後であるのに対して日本は相当低位である。

このようにわが国の失業保険給付期間と給付額は他の諸先進国と比較して劣位の状況にあることがわかる。この給付期間が短いということはその間時間をかけて職を探せない上に、次の職業のための訓練を受ける期間も不十分になる可能性が高く問題である。

第3章 　　改善策

我々が考えた改善策として、非正規雇用のための労働組合を創ることを考えました。

正規雇用と比べた非正規雇用の労働条件の格差の要因は、正規雇用の仕事能力にかかわらずその地位が労働組合により保証されているという特異性から生じている面がある。したがって、非正規雇用にもそのような組織を結成することにより賃金格差や雇用保険の問題を解決していけるのである。

たとえば賃金格差の場合、組合に加入している正規社員の賃金は、春闘により決定されているといっても過言ではない。よって、非正規雇用の組織化により賃金水準がよくなると考えられる。

また雇用保険の場合、非正規雇用からも保険料の徴収をすべきである。雇用保険は基本的に強制保険なので正社員が支払うのは当然であるが、非正規社員が増えていることから保険料の徴収を非正規社員からもするべきである。

それは正社員より非正社員のほうが失業率が高く、短期的な失業から長期的な失業に変わってしまう可能性があるからだ。しかし流動化が激しい現在、すべての非正規社員に保障をしていたらきりがなくなってしまう。

したがって非正規社員のための労働組合により、非正規労働者の雇用の安定を目指します。そのうえで何年間かそこに働いていた非正規雇用が失業した場合に、保険金を給付するといった規制を作れないかと考えました。

現在労働市場の現状は、少子高齢化により労働力減少の時代に突入しつつある。既婚女性や定年後の高齢者等、労働の質の多様化が進む中で労働者全体の利益のために規制よりも企業間の競争を促進することのほうが効果的な時代が近づいている。労働市場の規制改革は、情報の整備や労働契約の透明化を通じて非正規社員の労働条件改善が必要である。そのために、非正規雇用のための労働組合を創ることが必要であると考えた。

終章

序章でも述べたように、非正規雇用と正規雇用がともに存在できる社会の構築を目指すことが必要である。そのために正規雇用と非正規雇用との労働条件の格差の問題を解決していくことが大切なのであると考えられる。

これまで、賃金格差や雇用保険の現状を分析し、解決策を考察してきた。結論としては労働組合を結成することで、賃金格差や雇用保険の問題が解決へと向かうのではないかと考えた。

だが我々がこの結論にいたった根本的な要因は、働き方が多様化してきた現在に見合った対応が必要であると考えていたからである。そのひとつの具体策として、労働組合の結成という結論に至ったのである。

大切なことは非正規雇用は労働市場において悪影響ばかりもたらしているのではないということである。非正規雇用は人的資源の有効活用に一役かっているという現状がある。だから、非正規雇用の存在をいかすことが重要であると考えられる。そのように考えていたので、現状に見合った対応を考えたのである。

非正規雇用が抱えている問題をこのように解決することにより、非正規雇用と正規雇用がともに存在する社会の構築を目指すことができるのではないだろうかと考えた。
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